
日本気象学会堀内賞受賞者決まる 

 

受賞者：米山邦夫 (海洋研究開発機構) 

研究業績：船舶観測によるマッデン・ジュリアン振動研究と国際プロジェクトの推進 

選定理由： 

大気の瞬間的な状態を表す「天気」と平均的な状態を表す「気候」は，それぞれ数日以下

のスケールと季節から数年単位のスケールで特徴的に区別されるが，近年その間の時間ス

ケールを持った「季節内変動」がさまざまな現象の理解あるいは数値モデルの再現性や予報

精度向上の観点から鍵を握る存在として認識されている．特にその代表的な現象が，主にイ

ンド洋から太平洋の熱帯海洋上で巨大雲群を伴い現れるマッデン・ジュリアン振動(MJO)で

ある． 

MJO 研究は一般に，大規模な現象を扱うのに適している数値モデルや衛星観測データな

どを用いて行われるが，米山邦夫氏は同現象の階層性や 1-2ヶ月という周期性に注目して現

場観測の観点から理解を試みてきた．特に同氏は 1990年代に旧原子力船「むつ」が海洋地

球研究船「みらい」として新たな使命を迎えたとき，大気－海洋相互作用研究の重要な現場

観測装置として C バンドドップラーレーダーの搭載に尽力した．このレーダーは船上常設

装置としては世界で初めてのものであり，ラジオゾンデや海上気象観測装置も含めて洋上

における大気観測のプラットフォームを整備することにより観測研究を推進した． 

1990年代後半から 2000年代初頭にかけては，主に西部熱帯太平洋において観測航海を行

い，海上の水蒸気分布や卓越する対流の特徴を明らかにした[業績 1-3]．「みらい」運用の初

期段階においては，多くの気象研究者に船上での観測機会を提供することで新たな観測機

材の洋上展開を可能とし，また多くの学生の修士・博士論文につながる成果創出にも貢献し

た．2000年代に入ると，MJO研究において最大の謎である発生過程の解明を目指して国際

プロジェクトMISMO (Mirai Indian Ocean cruise for the Study of the MJO-convection Onset)を立

案し，2006年 10月から 12月にかけ中部熱帯インド洋において「みらい」やモルディブ諸

島に展開した観測サイトで集中観測を実施した[4]．その結果，現場観測として初めて MJO

対流発生の瞬間を捉えることに成功し，対流圏下層から中層，上層へと段階的に湿潤化して

いく様子や東進する降水システムが湿潤化に寄与する様子を示すなど，MJO 対流発生時の

特徴を明らかにした[7, 8]．取得したデータは品質管理を行った上で[5, 6]積極的に公開し，

現在もMJO研究などに活用されている．さらにMISMOで得られた知見と問題点を踏まえ，

より長期的かつ広範囲な観測網を構築して，MJO 対流発生の謎に迫る新たな国際プロジェ

クト CINDY2011 (Cooperative Indian Ocean experiment on intraseasonal variability in the Year 

2011)を立案し，マイアミ大学の Zhang教授とともに 16の国と地域から約 70の研究機関が

参加した国際プロジェクトを率いて集中観測を実現させた[9]．同集中観測では約半年の観

測期間中に 4 つの MJO対流が発生し，特に 2011年 10 月から 12 月にかけて続けざまに発

生した現象についてはかつてない頻度，精度，領域で観測することに成功した．得られたデ



ータに基づいて解析研究や数値モデル研究が現在も精力的に行われており[10-12]，その成

果は観測終了から 3 年半で 100 編以上の論文として取りまとめられている．最近では，気

象集誌に CINDY2011の特別号を企画し，特別号編集委員長としてこれをとりまとめ，2015

年 12月に発行した． 

MJO 研究はかつてない現場観測データを得たことで，特にインド洋における対流発生メ

カニズムに関する知見が急速に進展している．米山氏は現在，MJO のもう１つの大きな謎

であるインドネシアを含む海洋大陸上空でその振る舞いが不明瞭になる現象についても，

その現象解明を目指した新たな国際プロジェクト YMC (Years of the Maritime Continent)を実

現すべく，国際機関や各国の政府機関，大学に働きかけて精力的に活動を続けている． 

このように，米山氏は船舶を観測手段の中心に据えた立場から多くの気象研究者に現場

観測研究の機会を提供するとともに，国際観測プロジェクトを中心となって立案・推進し実

現することにより，特にMJOの対流発生過程を中心とした科学的理解の向上に特段の貢献

をしてきた．  

以上の理由により，日本気象学会は米山邦夫氏に 2016年度堀内賞を贈呈するものである． 
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日本気象学会堀内賞受賞者決まる 

 

受賞者：Prabir K. Patra (海洋研究開発機構) 

研究業績：モデル解析を基にした温室効果気体の全球規模循環に関する研究 

選定理由： 

人間活動に伴う温暖化に対処するためには，まず原因となっている温室効果気体の全球

規模循環を理解し，それに基づいて将来の気候変動を高い確度で予測するとともに，温室効

果気体の排出抑制を有効にする必要がある． 

 Prabir K. Patra氏は，モデルを用いた解析を基にして，CO2や CH4，N2O，SF6といった代

表的な温室効果気体の濃度変動を解釈するとともに，それらのフラックスの時空間変動を

推定することにより新たな知見を数多く見出し，温室効果気体の全球規模循環の理解向上

に大きく貢献した．Patra氏は，まず高分解能の 3次元大気輸送モデルと全球 64分割という

世界で最も高解像度の逆解法を用いて，領域毎の CO2フラックスの時間変動を評価した[業

績 1, 2]．得られた CO2フラックスは，その後の国際大気輸送モデル相互比較計画(TransCom)

における解析の基準として広く活用され，炭素循環モデル研究の進展に重要な貢献を果た

した． 

 Patra 氏は，逆解法の結果の詳細解析および陸域生態系モデルと海洋生態系モデルを用い

た解析から，大気−陸域 CO2フラックスの年々変動は主にエルニーニョ現象やインド洋ダイ

ポールモード現象と強い相関があり，赤道域における旱魃や森林火災の発生が深く関与し

ていることを見出した．一方，赤道域の大気−海洋 CO2フラックスもエルニーニョ現象の影

響を強く受けており，亜寒帯のフラックスには冬季の亜表層混合と春季のプランクトン大

増殖が重要であることを明らかにした．また，大気−海洋 CO2 フラックスの年々変動には，

高栄養塩低クロロフィル海域へのミネラルダストの供給も重要であることを指摘した[3]．

逆解法の結果は，さらにハワイ・マウナロアで観測された CO2 増加を解釈するためにも利

用され，化石燃料消費から期待される濃度増加率と同程度あるいはそれを上回る値は，短期

的な気候変動によって生じていることを明らかにした[4]． 

 Patra 氏は，温室効果気体および関連気体の循環を広範に解析するために，大気大循環モ

デルをベースにした大気化学輸送モデル(ACTM)を新たに開発した[5, 6]．このモデルを用い

TransComグループを主導して CO2の中規模擾乱による変動や日変動のシミュレーションを

実施し[7]，世界で用いられている大気輸送モデルにおける短時間 CO2 変動の再現能力の現

状をまとめ，その向上に必要とされる条件を提示した．ACTM は観測との整合性が高いこ

とが評価され，CO2フラックスの逆解法に加え，CH4 や N2O，SF6，オゾン破壊物質などの

解析にも広く使われており優れた成果を生みだしている [8, 9]．特に CH4 については

TransComを主導し，1) 2000年代に観測された CH4増加の停滞は 1990年代末から排出が一

定となった人為起源 CH4に起因すること，2) 観測された CH4濃度の年々変動の 60%はバイ

オマス燃焼や湿地からの CH4 放出と気象要素の変化によって説明できること，3) 大気中



CH4の寿命は 9.99±0.08 年であることなどを新たに明らかにした[8]．さらに，大気の酸化剤

として重要であり，CH4をはじめとする多くの微量気体の消滅に深く関わっている OHラジ

カルについても ACTM による解析を行い，従来の研究において値が不確かであった北半球

/南半球比を新たに決定するという特筆すべき成果を上げた[10]．また，この OH 比を基に全

球陸域 53分割の逆解法を行って近年の CH4放出量を再評価し，国際的に広く利用されてい

るデータベース EDGAR の放出量は過大であることを指摘した[11]．東アジア(主に工業活

動)と赤道域および南半球(主に農業活動)における CH4 放出の増加率がほぼ等しいことを見

出し，また中国を中心とした東アジアにおける近年の CH4 放出量を高い確度で推定したこ

とも評価される． 

 このように，Patra 氏は温室効果気体の全球規模循環の定量解明において最先端の研究を

遂行し，その成果は国際的に高い評価を得ている．また，Patra 氏は TransCom プロジェク

トや領域炭素循環評価計画(RECCAP)[12]，南アジア・東南アジアにおける温室効果気体収

支に関するアジア太平洋ネットワークプロジェクト (APN/South and Southeast Asian 

Greenhouse Gases Budget)などの国際プロジェクトを先導するとともに，IPCC-AR5第 6章の

執筆協力者も務めた． 

 以上の理由により，日本気象学会は Prabir K. Patra 氏に 2016 年度堀内賞を贈呈するもの

である． 
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